
I 労働時間短稲・年休促進支援コースの助成内容 、 I 

1 対象事業主 l 

以下のいずれにも該当する事業主です。

1.労働者災害補償保険の適用を受ける中小

企業事業主(※1)であること。

2.年 5日の年次有給休暇の取得に向けて就
業規則等を整備していること。

3.交付申謂時点で、右記「成果目標」①から
③の設定に向けた条件を満たしていること。

(※1)中小企業串業主の範囲

AまたはBの要件を満たす企業が中小企業になります。
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ヽ 賣またば"""’ ，掌疇讐屠する彎●響

小売案
S、000万円以下 so人以下（飲食店を含む）

サーピス業 5、000万円以下 100人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

その他の業植 3億円以下 300人以下

咄悶、翌翌を望ビ I 
①労務管理担当者に対する研修(※2)

②労働者に対する研修（※2)、周知・啓発

③外部専門家によるコンサルティング

④就業規則・労使協定等の作成・変更

⑤人材確保に向けた取り組み

⑥労務管理用ソフトウェア、労務菅理用

機器、デジタル式運行記録計の導入 ・

更新(※3)

⑦労働能率の増進に資する設備・機器などの

導入 • 更新(※3)

(※2)研修には、業務研修も含みます。
(※3)原則として、バソコン、タブレット、スマート
フォンは対象となりません。

こ利用の流れ 1 
「交付申請書」を、最寄りの労働局雇用環境 ・
均等部（室）に提出（締切 ：11月30日（火） ）

-
交付決定後、提出した印酬咄釦て取組を実施

（事業謁!§(;!:.令和4年1月31日（月）まで）

-＇ l 労働局に支給申講（締切：ユ且凶旦は泣）
申請書の記載例を掲載している「申語マニュアル」匝
や「申詣様式」は、こちらからダウンロード
できます．

電子申請システムによる申請も可能です。
詳しくはこちら (https:IIiqrants.qo.ipl)

] 

I 成果目標

以下の「成果目標Jから 1つ以上を選択の上、
達成を目指して取り組みを実施してください。

①全ての対象挙業場において、月60時間を超える

36協定の時間外 ・休日労働時間数を縮減させる

こと。
・時間外労働と休日労働の合計時間数を月60時111J以下に設定
・時間外労働と休日労働の合計時f1l1数を月60時間を超え月80
時間以下に設定

② 交付要綱で規定する特別休暇（病気休暇、教育

訓練休暇、ポランティア休暇、新型コロナウイル

ス感染症対応のための休暇、 不妊治療のための休

暇） のいずれか1つ
以上を全ての対象事業場に新たに溢入すること。

③時間単位の年次有給休暇制度を、全ての対象亭業

場に新たに潟入させること。

●上記の成果目標に加えて、指定する労働者の時間当
たりの自金額を3％以上または、 5％以上で酋金引き
上げを行うことを成果目標に加えることができます。

支給額 I 
上記「成果目標」の達成状況に応じて、支給

対象となる取り組みの実施に要した経黄の一部

を支給します。

以下のいずれか低い額

悶
I 以下1~3の上限額および4の加算額の合計額
n 対象経貝の合計額x補助率3/4(※4)

額|(※4) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対
象の取り組みで⑥から⑦を実施する場合で、その所要額
が30万円を超える場合の補助率は4/5

・ • 

【1の上限額J
1. 成果目標①の上限額

事鑽冥籠犠に設定す
る疇●外労働と体日
労＆U鵬圃数

疇●外労働と体a労.it峙薗鑽を月
a 下に鰻定

鴫●外労●と体B労
●の合計疇Ill緻を月
“を纏え月80
疇 下に霞定
一＿＿ー・•・r 

事のllllli
現に有簿な36協定に
おいて、峙圃外労働
と体日労●の合計鴫
圃蒙を月80峙躙を編
えて設定している・
業

100万円

so万円

環に有蒐な36協定に
おいて、峙薗外労働
と休日労●の合計鴫
圃蒙を月60疇閾を編
えて設定している・
霞珊

50万円

2.成果自標②達成時の上限額 ：50万円

3.成果目標③達成時の上限額 ：50万円

4.貨金引き上げの達成時の加算額

’"9.t11人鑽 1~3人 疇～6人 7~10人
，：可• • .. ..•. ・ •· • 

3*＆U: 15万円 30万円 so万円
引き上げ

5％以上 24万円 48万円 80万円
引き上げ

11人～30人.、 r ..  

1人当たり5万円
（上限150万円）

1人当たり8万円
（上限240万円）
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